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身体障害者 

5.4

28.3

13.4

342.6

9.0

351.6

34.2
10.3

45.9

243.6

14.2

258.4

18歳（20歳）未満 18歳（20歳）以上 年齢不詳 施設入所割合 

知的障害者 

障害者数 

施設入所割合 

施
設
入
所
割
合 

精神障害者 
9.0 10.3 14.2



障害保健福祉の総合化 
●市町村中心の一元的体制 
●地域福祉の実現 

自立支援型システムへの転換 
●保護から自立支援へ 
●自己実現・社会貢献 

制度の持続可能性の確保 
●給付の重点化・公平化 
●制度の効率化・透明化 

■ 障害者自立支援法の基本的視点 年齢や障害種別等にかか
わりなく、身近で必要なサ
ービスを受けながら暮ら
せる地域づくり 

障害者を支える制度が国
民の信頼を得て安定的に
運営できるよう、より公平
で効率的な制度づくり 

障害者が就労を含めてそ
の人らしく自立して地域
で暮らし、地域社会にも
貢献できる仕組みづくり 

障害者 

自立支援法の 

ポイント 

①障害の種別（身体障害･知的障害･精神障害）にかかわ
らず、障害のある人々が必要とするサービスを利用でき
るよう、サービスを利用するための仕組みを一元化し、
施設・事業を再編 

③サービスを利用する人々もサービスの利用量と所得に
応じた負担を行うとともに、国と地方自治体が責任をも
って費用負担を行うことをルール化して財源を確保し、
必要なサービスを計画的に充実 

②障害のある人々に、身近な市町村が責任をもって一元
的にサービスを提供 

④就労支援を抜本的に強化 
 
⑤支給決定の仕組みを透明化、明確化 

障害者 

自立支援法の 

ポイント 

障害のある人の自立支援 



1　全国どこでも必要な訪問系サービスを保障 
2　希望する障害者に日中活動系サービスを保障 
3　施設入所・入院から地域生活への移行を推進 
4　福祉施設から一般就労への移行等を推進 

○居宅介護○重度訪問介護 
○行動援護○短期入所 
○重度障害者等包括支援 
○児童デイサービス 
○療養介護○生活介護 
○施設入所支援 
○共同生活介護 

自治体 

障害者（児） 

介護給付 

○自立訓練（機能・生活） 
○就労移行支援 
○就労継続支援（A・B） 
○共同生活援助（グループホーム） 

訓練等給付 

○（旧）更生医療 
○（旧）育成医療 
○（旧）精神通院医療 

自立支援医療 

〈必須事業〉 
○相談支援事業 
○移動支援事業 
○コミュニケーション支援事業 
○日常生活用具給付等事業 
○地域活動支援センター事業 

〈その他事業〉 
○社会参加促進事業 
○日中一時支援事業 
　　　　　　　　　等 

地域生活支援事業 
補装具 

人材育成事業 都道府県 

平成18年4月 
から移行 

平成18年10月 
から5か年で 
順次移行 

広域支援事業 

支援 

《これまでのサービス体系》 《指定障害福祉サービスの体系》 

支援 

■ 総合的な自立支援システムの構築 

基
本
方
針 

○ホームヘルプサービス 
○デイサービス 
○ショートステイ 
○グループホーム 

在
宅
系 

○重症心身障害児施設 
○療護施設 
○更生施設 
○授産施設 
○福祉工場 
○通勤寮 
○福祉ホーム 
○生活訓練施設 
○小規模通所授産 
○小規模作業所 

○居宅介護 
○重度訪問介護 
○行動援護 
○短期入所（ショートステイ） 
○重度障害者等包括支援 
○児童デイサービス 
○療養介護 
○生活介護 
○施設入所支援 
○共同生活介護（ケアホーム） 　 
○自立訓練（機能・生活） 
○就労移行支援 
○就労継続支援（A・B） 
○共同生活援助（グループホーム） 

施
設
系 

介
護
給
付 

訓
練
等
給
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

伊勢崎市総合計画（平成19～26年度） 

伊勢崎市障害者計画（平成19～25年度） 

伊勢崎市障害福祉計画 
（第1期） 

（平成19～20年度） 

伊勢崎市障害福祉計画 
（第2期） 

（平成21～23年度） 



市　長 
（決定） 市議会  

「伊勢崎市障害者計画策定委員会」 
「伊勢崎市障害者計画 
　　　　　庁内検討委員会」 

報  告 

計画案の提出 

計画素案の検討 

計画の策定 

委  嘱 
 

障害者団体代表・ 
公募市民・市民各 
界代表　合計20名 

・委員会 
・ワーキンググループ 
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出生児の損傷 
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その他の事故 
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■健康診査 
　4か月児健康診査 
　10か月児健康相談 
　1歳6か月児健康診査 
　2歳3か月児歯科健康診査 
　3歳児健康診査 

早期療育、親子の愛着関係づくり 
と保護者への援助 

発達に合った適切な療育の選択 

こども発達相談室（北小学校） 

群馬県総合教育センター 

伊勢崎市教育研究所 

保育園子育て支援 

幼稚園 

保育所（園） 

児童相談所 

療育専門施設 

療育訓練（機能訓練、生活指導） 
を行う 

持ちまわりによる会議。年4回の定期開催のほか随時開催 

保育士・医師・歯科医師・ 
理学療法士・臨床心理士・ 
アドバイザー 

・障害福祉課 
・群馬県総合教育センター 
・学校教育課 
・こども発達相談室（北小学校） 
・健康管理課 

・地域ふくし館ばんどう 
・保育課 
・児童家庭課 
・養護学校 
・公私立幼稚園・保育所（園） 

紹介　　　見学 

在宅 

ポランの広場（親子通園） 

発達支援連絡会議 

保健師・臨床心理士・ 
保育士・アドバイザー等 

親子すこやか教室 

電話相談 
（心理士） 

健康管理センター 
（各保健（福祉）センター） 

障害発見 
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出生 3歳 6歳 

乳幼児期  学齢期  

■家庭訪問（新生児・低体重児・経過観察児・依頼訪問・その他） 
■健康診査 
　4か月児健康診査 
　10か月児健康相談 
　1歳6か月児健康診査 
　2歳3か月児歯科健康診査 
　3歳児健康診査 
 
■ことばの発達相談 
　発達や育児に不安がある保護者へ発達検査に基づく相談・助言を行う。 
■おひさま発達相談 
　子どもの成長発達の不安に対応した気軽な相談を行う。 
■親子すこやか教室 
　在宅の心身障害児を対象に、地域ごとに療育訓練（機能訓練、生活指導）の 
　機会を与える。 

経過観察 
要精検 
要治療 
要療育 

県児童相談所 
県保健福祉事務所 
市健康管理センター 
市地域ふくし館ばんどう 

■適正就学指導委員会 
　就学指導について調査・審議し、 
　その結果を答申。定例5回の委 
　員会のほか必要に応じて審議。 
 
■特殊学級等指導体制充実事業 
　各小中学校の特殊学級や養護学校の 
　児童生徒への指導体制の充実を図る。 
 
■特別支援教育の教職員研修 
■発達障害児への対応 

児童デイサービス事業施設（ポランの広場－市直営） 心身障害児集団活動・訓練事業 

学齢期にある心身障害児に対し、放課後、集団活動や 
社会適応訓練を行う。 在宅心身障害児の早期療育と保護者への支援を臨床発達心理士、嘱託医、理学

療法士等の指導の下に行う。 

■保育所（園）・幼稚園・健康管理センター・北小学校のこども発達相談室、 
■発達支援連絡会議開催 障害児子育て支援事業 

団体が担当する圏域について、①障害児の相互交流を通して社会性を養う事
業 ②保護者を対象にした研修事業 ③保護者相互の情報交換及び地域への
啓発のための機関誌発行等在宅の支援を行う。 

児童デイサービス事業 

在宅の障害児を対象に、通所の方法により療育訓練を行う。 

重症心身障害児（者）通園事業 

在宅の重症心身障害児（者）を対象に、通園の方法により療育訓練を行う。 

群馬県中央児童相談所 

伊勢崎市障害者（児） 
相談・生活支援センター 

児童福祉に関する相談に応じ
るとともに、専門的な調査・判定
・指導を行う。 

群馬県発達障害者支援センター 

発達障害のある方に対し、保健・医療・福祉・教育・労働の各分野の支援が総合的
に行えるよう相談支援をはじめ、就労支援や普及・啓発・研修会などを行う。 

市障害福祉課 身体・知的・精神障害者（児）に関する相談を受け、必要な調査や援助、情
報の提供などを行う。 

福祉サービスの利用援助や社会資源の活用、社会生活力を高めるための
支援のほか、ピアカウンセリング（同じ障害をもつ相談員によるカウンセリ
ング）を行う。 

群馬県伊勢崎保健福祉事務所 ・子どもの心身発達、未熟児についての相談 
・難病についての相談 

重症心身障害児施設 

重度の心身障害児を保護・治療し、日常生活の指
導を行う。 

養護学校（小学部・中学部） 

小中学校・高等学校 

保育所（園）・幼稚園 
放課後児童クラブ 



12歳 18歳 

成人期  

境・赤堀・あずま各小学校のことばの教室 

群馬県こころの健康センター 

精神障害者の自立・社会参加の支援、精神障害者の健康の支援や職員の職
務能力の向上を図る。精神科救急情報センターの役割ももち、移送や移送に
関する相談を24時間体制で対応。 

地域活動支援センター 

地域で生活する障害者の日常生活の支援、日常的な相談への対応や、必要な指導・助言のほか、施設・
福祉サービスの利用に関する助言を行い、関係機関との連絡調整や必要な援助を総合的に行う。 

市社会福祉協議会 

福祉に関する全般的な相談に応じる。 

身体障害者結婚相談 

専任の相談員が結婚相談に応じる。 

障害者110番 

障害者の権利侵害や日常生活における相談に応じる。 

障害者相談員 

地域協力員として、身近な場所で障害者とその家族の相談に応じる。 

群馬県心身障害者福祉センター 

18歳以上の 
■身体障害のある方に対し 
補装具の判定、自立支援医療の判
定、巡回相談、生活・医療・職業に関
する相談を行う。 

 
■知的障害のある方に対し 
療育手帳の判定、職親委託の判定
、巡回相談、生活・医療・職業に関す
る相談を行う。 

群馬障害者職業センター 伊勢崎公共職業安定所（障害担当） 

障害者に対して、就職に向けての相談、
職業能力の評価、就職前の講習や訓
練から、就職後の職場適応のための
援助まで、個々の支援ニーズに応じ
た継続的なサービスを提供。 

就職を希望する障害者がその能力に
応じた職業に就けるよう、職業指導・職
業相談・職業紹介を行い、就職後も職
場に適応・定着できるようアフターケア
を行う。 

・精神障害者保健福祉についての相談など、保健・医療・福祉の総合的
な相談窓口として対応するとともに、専門職員が的確な情報を提供。 

県障害者生活支援センターも設置（障害者相談アドバイザー１名、生活
支援アドバイザー2名配置） 

養護学校高等部 
（市外） 

障害児 障害者 



平成15年度 16年度 

327

612

720

障害福祉課窓口での相談件数 

17年度 

施設 

生活 

職親委託 

教育 

職業 

その他 

医療保険 

合計 

0

20

60

40

80

100

120

140

160

180

0

100

200

300

400

500

600

700

800
（件） （その他・合計：件） 



10歳代 

身体障害者 

知的障害者 

18.7

0.4

（％） 

4.4

10.3 24.4 11.7 30.1

n 

924 

 

 

12711.8

0.0

48.8 13.4 11.8 6.3 7.9

20～ 
30歳代 

40～ 
50歳代 

60～ 
64歳 

65～ 
74歳 

75歳 
以上 

無回答 

1時間未満 

身体障害者 

知的障害者 

13.7 12.2

（％） 

9.110.4 13.0 41.6

n 

924 

 

 

1279.4 9.4 17.3 18.9 31.5 13.4

1～3 
時間未満 

3～6 
時間未満 

6～12 
時間未満 

12時間 
以上 

無回答 

健康 

身体障害者 

知的障害者 

10.4

（％） 

9.827.8 22.0 30.0

n 

924 

 

 

12716.5 33.9 6.334.6 8.7

ふつう 疲れぎみ 病気がち 無回答 

0（％） 10 20 30 40 50 60 70 80

52.2
2.0

8.8
74.5

10.9
0.0
3.4
6.0

0.1
0.0
0.4
2.7

0.2
0.0
1.4
0.0
2.5
4.7

12.0
2.7

身体障害者　n=1221

知的障害者　n=149

※ n は回答数 

配偶者（妻・夫） 

父親・母親 

子ども 

兄弟・姉妹 

祖父・祖母 

親戚 

隣人・知人 

雇い人等 

その他 

特にない 



39.7
14.1

65.1

21.5
20.1

32.6

18.8
25.5

37.2

10.5
8.1

27.9

10.4
50.3

30.2

9.9
10.1

32.6

4.6
10.1

18.6

4.1
6.7
7.0

3.3
10.1

30.2

3.1
7.4

25.6

身体　n=1221

知的　n=149
精神　n=43

自分の健康や 
体力に自身がない 

十分な収入が 
得られない 

家族など介助者の 
健康状態が不安 

趣味や生きがいを 
持てない 

将来の生活の場、 
または施設があるかどうか 

適当な働き口がない 

生活をするうえで 
必要な情報を得られない 

介助や援護をして 
くれる人がいない 

結婚できない 

隣人などとの関係 

（％） 0 10 20 30 40 50 60 70



59.0

39.3

37.7

36.1

8.2

4.9

9.8

86.0

48.8

60.5

48.8

27.9

18.6

4.7

身体　n=61

知的　n=43

能力や障害の状態に 
適した指導 

介助体制や障害に 
配慮した施設の整備 

就学・進路相談 
体制の充実 

まわりの子どもたち 
との交流機会 

通常の学級への 
受入れの推進 

その他 

特に希望する 
ことはない 

（％） 0 20 40 60 80 100

45.1

38.4

34.8

33.8

15.6

4.3

3.6

1.7

9.8

57.0

46.3

45.0

43.0

12.8

3.4

2.7

4.7

6.0

身体　n=1221

知的　n=149

信頼できる 
相談者がいる 

いつでも相談に 
応じてくれる 

ちょっとしたことでも 
相談に応じてくれる 

身近な場所で相談 
できる窓口がある 

電話での相談を 
充実する 

インターネットでの 
相談ができる 

ファックスや福祉電話 
の貸付サービス 

その他 

特にない 

0 10 20 30 40 50 60 （％） 



45.2

43.5

39.0

37.6

29.9

24.7

19.4

18.6

17.7

13.5

12.9

8.9

1.0

5.2

56.4

47.0

40.9

33.6

36.2

28.9

32.9

19.5

21.5

29.5

7.4

25.5

2.7

1.3

48.8

37.2

18.6

44.2

23.3

11.6

16.3

7.0

9.3

23.3

2.3

7.0

4.7

2.3

身体　n=1221

知的　n=149
精神　n=43

事業主や職場の 
仲間の理解 

企業などが積極的に 
障害者を雇うこと 

障害者に配慮した 
職場の施設・設備 

障害者にあった就労条件が 
整っていること 

生活できる給料が 
もらえること 

働く場の紹介（あっせん） 
や相談の充実 

通勤（交通）手段の確保 

健康管理が 
充実していること 

仕事をするための 
訓練・研修の機会の充実 

小規模作業所等働く場が 
整備されていること 

自営業希望の障害者への 
支援の充実 

公営住宅、アパート、 
グループホーム等住居の整備 

その他 

特に必要ない 

（％） 0 10 20 30 40 50 60



39.8

37.3

28.3

22.6

22.0

21.9

20.6

16.8

1.9

54.4

37.6

38.3

27.5

54.4

25.5

38.3

38.9

2.7

51.2

41.9

39.5

20.9

25.6

27.9

16.3

23.3

2.3

身体　n=1221

知的　n=149
精神　n=43

参加しやすい 
ような配慮 

障害者自身の積極性 

利用しやすい 
施設への改善 

移動しやすい交通機関や 
道路への改善 

広報や 
福祉教育の充実 

魅力的な行事や 
活動の充実 

家族の積極性 

参加を補助する 
ボランティアなどの育成 

その他 

（％） 0 10 20 30 40 50 60



よく感じる 

身体障害者 

知的障害者 

4.2 20.8

（％） 

24.244.5 6.4

n 

1221 

 
149 
 
43

13.4 43.6 30.2 6.0 6.7

精神障害者 14.0 41.9 20.9 14.0 9.3

ときどき 
感じる 

ほとんど感じた 
ことはない 

まったく感じた 
ことはない 

無回答 

支えられて 
いると思う 

身体障害者 

知的障害者 

21.2 30.5

（％） 

18.517.3 12.4

n 

1221 

 
149 
 
43

20.8 34.2 17.4 18.1 9.4

精神障害者 20.9 30.2 14.0 27.9 7.0

どちらかと 
いうと支えら 
れていると思う 

どちらかと 
いうと支えら 
れていない 

支えられて 
いるとは 
思わない 

無回答 

身体障害者 

大変親しい 
つきあい 

支えられて 
いると思う 

全体 

どちらかいうと支え 
られていると思う 

どちらかというと 
支えられていない 

支えられている 
とは思わない 

28.0 1221

259

373

211

226

27.4

（％） 

4.1

36.0

4.5

46.3 22.4 25.5

3.1 2.7

2.9 1.6

3.3 2.4

8.0

0.9

30.3 29.5 35.7

17.5 31.8 45.0

17.3 30.5 43.4

n

行事のある 
時はつきあう 

会えば 
あいさつを 
する程度 

ほとんど 
つきあい 
はない 

地
域
の
人
に
支
え
ら
れ
て
い
る
か 

無回答 

知的障害者 

大変親しい 
つきあい 

支えられて 
いると思う 

全体 

どちらかいうと支え 
られていると思う 

どちらかというと 
支えられていない 

支えられている 
とは思わない 

18.1 149

31

51

26 

27 

24.2

（％） 

8.743.0 6.0

25.8 22.6 38.7 6.5 6.5

5.9

0.0

11.5 

0.0

14.8 

0.0

23.5 29.4 41.2

11.5 23.1 53.8 

11.1 18.5 55.6 

n

行事のある 
時はつきあう 

会えば 
あいさつを 
する程度 

ほとんど 
つきあい 
はない 

地
域
の
人
に
支
え
ら
れ
て
い
る
か 

無回答 

19.2

17.9

11.8

10.6

10.0

8.9

5.3

2.2

1.6

32.8

34.9

21.5

23.5

10.1

10.7

1.3

6.7

4.0

4.0

24.2

身体　n=1221

知的　n=149

声をかけたり 
様子をみてもらう 

話し相手、 
相談相手 

外出のときの 
つきそいや送迎 

家事や買い物の 
手伝い 

市役所などへ行く 
用事の代行 

ゴミだし 

身体介助 

手紙などの書類の 
代読や点訳 

その他 

特に希望はない 

（％） 0 5 10 15 20 25 30 35 40



48.7

42.3

41.9

28.9

18.0

16.9

14.9

14.3

13.8

12.9

12.1

12.0

10.5

10.0

7.6

7.5

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

1.2

3.3

51.7

43.0

43.0

27.5

9.4

18.1

26.8

24.8

22.1

10.7

18.8

31.5

6.0

17.4

24.8

14.1

15.4

0.0

0.0

0.0

0.0

1.3

0.7

62.8

41.9

32.6

20.9

18.6

23.3

30.2

20.9

0.0

0.0

0.0

41.9

0.0

23.3

34.9

18.6

0.0

20.9

44.2

25.6

30.2

0.0

0.0

身体　n=1221

知的　n=149
精神　n=43

相談窓口をつくるなど 
相談体制の充実 

サービス利用の 
手続きの簡素化 

行政からの福祉に関する 
情報提供の充実 

保健・医療・福祉の 
サービスの充実 

災害のときの 
避難誘導体制の整備 

障害に関わらずふれあう 
機会の充実 

専門的な人材の育成と 
資質の向上 

参加しやすいスポーツ、 
サークル、文化活動の充実 

重度の人のための 
入所施設の整備 

利用しやすい 
公共施設の整備・改善 

リハビリなどの 
通所施設の整備 

福祉教育や 
広報活動の充実 

利用しやすい道路・建物 
などの整備・改善 

職業訓練の充実や 
働く場所の確保 

公営住宅やグループホーム等 
生活の場の確保 

いろいろな 
ボランティア活動の育成 

個性を生かした 
保育・教育内容の充実 

生活訓練を行うデイケア等の 
通所施設の整備 

医療費補助の拡大 

医師や専門職員による 
訪問指導の充実 

同じ障害のある仲間が 
集える場所の確保 

その他 

特にない 

（％） 0 10 20 30 40 50 60 70 80



とても 
暮らしやすい 

身体障害者 

知的障害者 

10.6 53.6

（％） 

17.3 14.9

3.5

6.0 44.3 8.728.2 12.8

14.0 46.5 4.723.3 11.6

n

精神障害者 

1221

149

43

どちらかと 
いうと暮らし 
やすい 

どちらかと 
いうと暮らし 
にくい 

暮らし 
にくい 

無回答 



18歳までの一貫した療育・教育 

18歳以降の地域における質の高い生活 

質の高い人生の実現 





基本理念 ユニバーサル 
デザインのまちを 

めざして 

基本理念 基本理念 











【基本理念】 【基本施策】 【施　策】 

1

2

3

4

教育・育成 
（育つ・学ぶ） 

雇用・就業 
（働く） 

生活支援 
（自立した 
生活をする） 

質の高い生活 
（住まう・出か 
ける・高める） 

（1） 幼児教育・療育の充実 

（2） 学校教育の充実 

（1） 障害者の雇用の場の拡大 

（2） 総合的な支援の充実 

（1） 生活支援体制の充実 

（2） 相談体制の充実・強化 

（3） 権利擁護システムの充実 

（1） 住環境の整備 

（2） 外出・社会参加手段の確保 

（3） 安全な建物・道路・交通機関の確保 

（4） 生涯学習・スポーツ・ 
　　 レクリエーションの充実 



【基本施策】 【施　策】 
ユニバーサル 

デザインのまちを 
めざして 

5

保健・医療 
（すこやかに 
生きる） 

6

情報・コミュ 
ニケーション 
（つながる） 

7

啓発・交流・ 
協働 

（みんな一緒に） 

（1） 疾病の予防と早期発見の推進 

（2） 健康の保持・増進施策の充実 

（1） コミュニケーション手段の確保 

（2） 情報提供の充実 

（3） 医療サービスの充実 

（4） 機能回復・維持訓練の充実 

（1）啓発・福祉教育・交流活動の推進 

（2）防災・安全対策の充実 

（3）外国人障害者施策の充実 

（4）地域福祉活動の促進 































Ⅰ　ねらい 

Ⅱ　概要 

○発達障害の定義と法的な位置づけの確立 
○乳幼児期から成人期までの地域における一貫した支援の促進 
○専門家の確保と関係者の緊密な連携の確保 
○子育てに関する国民の不安の軽減 

発
達
障
害
者
の
権
利
擁
護 

地
域
に
お
け
る
自
立
し
た 

生
活
の
支
援 

発
達
障
害
者
の
特
性
に 

応
じ
た
適
切
な
就
労
の 

機
会
の
確
保 

放
課
後
児
童
健
全
育
成 

事
業
の
利
用 

特
別
支
援
教
育
体
制
の 

推
進 

小
中
学
校
児
童
・
生
徒
の 

6
％ 

早
期
の
発
達
支
援 

専
門
的
発
達
支
援 

就
学
時
検
診
に
お
け
る
発
見 

乳
幼
児
健
診
等
に
よ
る 

早
期
発
見 

定義：発達障害とは、自閉症やアスベルガー症候群、学習障害、 
注意欠陥多動性障害などの、 

通常低年齢で発現する脳機能の障害 

発達障害者支援センター　特定医療機関（都道府県） 

専門的知識を有する人材確保　調査研究（国） 



地域生活 
支援事業 

福祉サービスの利用援助 社会生活を高める 
ための支援 

社会資源の活用支援 

専門機関の紹介 

ピアカウンセリング 

利用者 

個別支援会議 

異分野多職種協働 

相談支援専門員 

地域自立支援 
協議会の運営 

行政機関 

地域自立 
支援協議会 

相談支援事業者 

サービス事業者 

保健・医療 

サブ協議会 

権利擁護  
就労支援  
居住支援　等 

子育て支援・学校 

当事者 

企業・就労支援 

高齢者介護 

権利擁護のための 
必要な事業 

障害程度区分にかかる 
認定調査の委託の場合 

・認定調査の実施  
・サービス利用意向の聴取 

・委託相談支援事業の 
　運営評価  
・中立公平性の確保  
・困難事例への対応協議 
　調整  
・ネットワーク構築  
・地域資源の開発改善  
・人材活用 
　（専門的職員・アドバイザー） 

・サービス利用計画作成・ 
　フォロー支援  
・利用者負担額の上限管理 

サービス利用計画作成・  
フォローの場合 

市町村相談 
支援機能 
強化事業 

住宅入居等 
支援事業  
（居住サポ 
ート事業） 

成年後見 
制度利用 
支援事業 

自立支援協議会を
市町村が設置し、中
立・公平な事業運営
の評価を行う他、権
利擁護等の分野別
サブ協議会等を設
置運営する。  
（市町村単位・圏域
単位） 

総合的な相談支援 



要介護・要支援高齢者、知的障害者 

後見等を必要とする者 

サービス提供 介護サービス 
指定事業者 

・ 
障害者福祉 
サービス事業者 

契約関係 

①発見 

②連絡 
市町村 

③申立 

④審判 
　・  
選任 

後　見　人 
保　佐　人 
補　助　人 

家庭 
裁判所 

⑤後見等支援 

連携 

連携 

⑥広報、普及  
  助成 

※市町村が後見等の審判  
   の申立をすべき対象者 

・地域包括支援センター  
・居宅介護支援事業者  
・介護保険施設  
・地域療養等支援事業所  
・知的障害者施設  
・保健所  
・医療機関  
・社会福祉協議会  
・民生委員  
・その他相談機関等 

※身寄りのない重度の認
知症高齢者や知的障害
者であって、契約による
介護保険サービスや障
害者福祉サービスの利
用が困難な者のうち、
介護保険サービス等の
利用にあたって成年後
見人等による支援を必
要とするが、審判の申立
を行う家族がいない場
合など、市町村が後見
等の審判の申立をすべ
きもの。 
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医療 

伊勢崎市地域自立支援協議会 
○全体会議（年2回程度）  
○定例会議（毎月）  
○特定課題会議（随時） 
○個別支援会議（随時） 

○相談支援事業の実施状況の確認（新規事例すべての報告）・検証  
○困難事例などのケースカンファレンスによる課題の抽出  
○課題解決のためのワーキングに基づくネットワークの形成 
　（資源開発）と支援システムの構築 
○市障害福祉計画の点検・評価 
○情報共有と情報発信 

検討テーマ 
（ワーキングとリンク） 
○教育  
○住まいと権利擁護  
○ライフステージ移行  
○就労支援・社会参加 

〔伊勢崎市地域自立支援協議会の組織図と主な役割〕 

全体会議 特定課題会議  
（ワーキンググループ） 

定例会議 

個別支援会議 

障害福祉課 保健センター 

〔伊勢崎市地域自立支援協議会の主な機能〕 

→常時参加 

→必要に応じて参加 

障害者（児）相談・ 
生活支援センター 

（子育て支援センター） 

サービス事業者 

ハローワーク 

（発達障害者支援センター） 

当事者団体 

相談支援事業者 

社会福祉協議会 

養護学校 

（教育委員会） 

（地域包括支援センター） 

伊勢崎市障害者計画・障害福祉計画の検証、社
会資源の開発、相談支援業務の適正化、困難事
例の検討、市民啓発活動、福祉サービス内容の適
正化等自立支援全般の協議 

関係機関のネットワーク構築、情報の共有と連絡
調整、困難事例の検討、全体会議の開催を検討 

全体会議の中でテーマとなる課題を設定し、
ワーキングを設置。ワーキングは全体会議メ
ンバーのほか必要に応じて他の機関・団体が
参加し、課題を深く検討して問題解決を行う 

個々のケース検討とケアマネジメント、簡素なケ
アプランの作成、継続ケース等のモニタリング 





平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

伊勢崎市障害者計画（平成19～25年度） 

伊勢崎市障害福祉計画 
（第1期） 

（平成19～20年度） 

伊勢崎市障害福祉計画 
（第2期） 

（平成21～23年度） 

























（※）不服がある場合、都道府 
　　 県に不服申し立てをす 
　　 ることができる。 

障害程度区分認定調査項目（106項目） 

介護給付を希望する場合 
医師の 
意見書 一次判定（市町村） 

訓練等給 
付を希望 
する場合 

①障害者の心 
　身の状況 

②社会活動や 
　介護者、居住 
　等の状況 

③サービスの 
　利用意向 

④訓練・就労に 
　関する評価 

二次判定（審査会） 

障害程度区分の認定（※） 

勘案事項調査項目  
○地域生活  ○就労  ○日中活動  ○介護者  ○居住  など 

サービス利用意向の聴取 

暫定支給決定 

個別支援計画 

支給決定（※） 











伊勢崎市民病院 伊勢崎市健康管理センター 

福島病院 
伊勢崎佐波医師会病院 

地域ふくし館うえはす  
≪伊勢崎市障害者（児）相談・生活支援センター≫ 

新伊勢崎駅 
伊勢崎保健福祉事事務所 

伊勢崎市役所（本所） 
伊勢崎市社会福祉協議会 

伊勢崎養護学校 

剛志駅 

地域ふくし館ばんどう 
原病院 

境支所  
境保健センター 

境町駅 

鶴谷病院 

赤堀保健センター 

赤堀支所 

県立精神医療センター 国定駅 

北関東自動車道 

あずま支所  
あずま保健センター 

石井病院 

教育研究所 

大島病院 

美原記念病院 伊勢崎公共職業安定所 

伊勢崎駅 

官公庁、健康管理センター、職業安定所  

障害福祉施設  

社会福祉協議会  

病院  

学校 
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平成2年 7年 

総人口の推移 

12年 17年 

115,938 120,236 125,751

12,921 15,040
16,96116,443 18,402
20,65629,952

30,742
31,025175,254 184,420
194,393 202,447

旧伊勢崎市 旧赤堀町 旧東村 旧境町 

（人） 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成2年 7年 

1世帯当たり人員 

12年 17年 

3.30

3.2
3.10

3.0

2.90

4市町村計 

新市 

2.84
2.8

旧伊勢崎市 旧赤堀町 旧東村 旧境町 計 

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5
（人） 

高齢化率 

平成2年 7年 12年 17年 

12.4

14.4

16.4

18.1

4市町村計 

新市 

旧伊勢崎市 旧赤堀町 旧東村 旧境町 計 

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

19.0

20.0
（%） 



1～9人 

旧伊勢崎市規模別事業所数（製造業） 

606

10～29人 

170

30～49人 

30

50～99人 

31

100～299人 

29

300人以上 

6

（69.5） 

（19.5） 
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（事務所数） （構成比：％） 
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